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はじめに

゛大東急”をきずきあげた五島慶太をあつかった

昭和38年３月６日付朝日新聞の記事の一部---。

　｢小林一三にならって，まず足を制し，沿線に土

地，住宅，つぎには夕－ミナル百貨店，娯楽文化

施設，さらに関連事業に手をひろげる。また震災

と，その後は急テンポな人口集中の波にも乗っ

た。その間，合併，統合，乗っとり………とくに

三越，地下鉄，戦後の白木屋などは骨身をけずる

勝負で＜強盗慶太の声価を一段と高からしめた＞

と自分で書いている。＜オヤジで感心するのは，

世間から強盗と呼ばれて乱一言も弁解しなかっ

たエネルギーの強さだな。えらいと思う＞----二

代目昇は，父親の生涯をエネルギーの強さで要約

した｣

その五島慶太は，戦後，公職追放。昭和26年８月

追放解除。同月，東急本社で追放解除祝賀会がお

こなわれた。席上，五島のあいさつの一部--。

　｢現在われわれのやっている近郊鉄道事業という

ものは全くローカルなもので，その敷設区域の地

方色を脱することはできない。したがってこれに

従事する者は視野がすこぶる狭く，行動半径が実

に短く，その事業以外には一歩も出ることができ

ない。また出ようともしない。しかし，自分の従
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事している電車一本のことだけを考えていたので

は，その事業の繁栄には永久性がなく，また社会

文化の発達にも余り役に立だない。文明も産業の

発達も，一に交通機関の発達にその基礎をおいて

いると私は思う。われわれの交通事業はその固定

資産の価値において，また毎日入ってくる現金収

入の点において，経済上の信用は如何なる事業よ

りも偉大であり，その偉大なる信用を利用してさ

らに他の国家的事業にも協力する覚悟がなくては

ならぬと思う」

行方式による土地区画整理事業の実施，開発によ

る人口増のテンポと公共施設の需要予測の適否…

‥。どのひとつをとっても，現在なお評価の定ま

らない問題，あるいは立場によって見方の分れる

問題であり，さらに十分の研究をかさねることな

しに，われわれがいま結論をもつことなどとても

できるところではない。

しかし，開発の経緯を見なおすことは，将来それ

らの問題を考えるうえで無意味なことではないよ

引こ思われるので，当時の資料や関係者の話から

「東急多摩田園都市の場合」を要約した。経緯も，

経緯に直接付随して考えられる具体的な問題のい

くつかを拾うだけでも複雑，多岐にわたるので，

主として前者を１部，後者を２部と，2回に分載

せざるをえなかった。

１ 鉄道建設による多摩田園都市の計画

昭和36年４月６日，荏田第一地区区画整理組合の

事業計画に反対する地元住民の訴願に対して，半

井横浜市長は内山神奈川県知事に弁明書を送っ

た。その内容の一部-。

　｢当地区の土地区画整理を行政庁または地方公共

団体が直接施行することは，もっとも適切な方法

であると考えられるが，本市の財政上および組織

上の問題から遺憾ながら,その実施は困難である。

然しながら土地区画整理事業は，上記の方法によ

らなくても組合施行により十分その目的を達成

することが可能であるとともに，一面，組合員の

自主的な運営を期待できるという点では，もっと

も優れだ方法であると考えられる。土地区画整理

組合は，法第22条の規定により，公法上の法人と

されており，公共的事業の施行者としての使命を

もつもので，営利事業をおこなうものではない。

本市としては，組合の事業が円滑に，しかも公正

に遂行されるよう指導監督および助成をおこなう

ものであって，農民を苛め営利事業を支援してい

るという訴願人の主張は当らない｣
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戦後の混乱もようやくおさまり，衣食問題が解決

される見通しのついたころ，五島慶太は，将来都

心への急激な人口集中を予想し，東京近郊に大規

模な住宅都市の必要性を感じていた。

昭和27年に幹部を海外に派遣し，道路事情とくに

アメリカのそれを調査した結果，東海道に高速有

料道路の必要性があると判断し，具体的な検討を

進めた。29年３月，渋谷～箱根峠間に東急ターン

パイクという名称で，6車線の高速有料道路建設

の免許申請をした。この道路は,将来開発する予定

の新都市＜いまの多摩田園都市＝図１＝の前身＞

の周辺を通り，開発地域の足とする計画であった。

しかし,28年ころの日本の経済力では，投資した

ものがすぐに回収できるような計画でなければな

らず，この道路計画も，新都市のずっと南側の人

口密集地を通るルートとなった。31年，日本道路

公団が設立され，高速道路の建設が民間企業の手

東急資本による多摩田園都市の開発と，その計画

を認可し，事業を助成した行政をどう評価するか

はきわめてむずかしい問題である。民間大企業に

よる都市開発，土地区画整理による宅地開発，代



図1－東急多摩田園都市概要
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ではむずかしくなったばかりでなく，東急案とほ

とんど同一のルートが，建設省を事業主体とする

第三京浜道路案となったため，ターンパイク構想

は却下された。東急としては，高速道路を中心と

した住宅都市開発計画の変更をよぎなくされ，鉄

道を中心としたものを考えねばならなくなった。

しかし，新線の建設は，鉄道経営の立場からみて

政府の公共料金抑制政策のもとでは採算がとりに

くく，そのうえ東京の近郊とは思えないほど未開

発のままとり残されていたこの地域に資本を投下

するのは危険が多く，かなりの決断力を必要とし

た。

五島昇東急社長は，そのころ神奈川県の土木計画

課長を訪ね，溝の口以西の土地開発に協力を要請

した。その席上で同課長から「東急にもと満州の

港湾建設を経験した幹部がいるから，その男に相

談するのがよい」とすすめられた。五島は，それ

までターンバイクの計画をやっていた当人にあい

　「大規模地域開発，つまり鉄道建設の負担を直接

かぶるのだから，もっと計画地域を拡大し，その

土地の経営で金利を払い，沿線に人口の定着を進

めながら運輸収入の増加を計ること，すなわち，

鉄道を含めてニュータウンの建設に投下した資本

を，鉄道運賃も含めて長期にわたり総合的に回収

する計画をたてること」などの意見を聞かされた。

都心から2～30㎞圏に当る多摩丘陵の43平方キロ

を開発，人口40万の理想都市をつくる雄大なプラ

ンは，この時から具体的な作業が始まった。

まず大井町線を延長し，新都市の中央を縦断，溝

の口より長津田を経て小田急中央林間にいたる

20.8kmの鉄道建設計画を立て，新都市の動脈とす

ることにし，31年，溝の口～長津田間14.2㎞の地

方鉄道建設の申請をおこなった。

＜以来，鉄道建設を含む新都市建設計画にもとず

いて事業を進め,35年９月に鉄道免許申請認可，

38年９月に川崎市有馬で電車乗り入れの起工式を
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挙行,

41年４月，第一期工事として溝の口～長津

田間の鉄道を開通させた。31年に予定した建設資

金は26億円ほどであったが，敷設を終えた41年，

実際の建設費は100億円余りとなっていた。＞

一方，新都市計画の方では，31年７月，マスター

プランを発表。神奈川県，横浜市，川崎市に五島

昇以下東急幹部が，同じ図面と説明文書をもって

構想を説明し，協力を要請した。まだ，反町に市

庁舎のあった横浜市では，会議室もなく，市長，

助役，建設局長，計画・換地・移転課長を含め

て，ある民家の天井から畳にかかるほど大きなマ

スタープランの説明図を前に説明を聞いた。概要

は，43平方キロの全地域を東急だけの手で開発し

ようというのではなく，ほぼ半分の土地を東急が

市街地計画をし，残る半分はその刺激による第三

者の開発に頼る計画であったが，行政当局の地域

開発のいったんをになうものであるとの売り込み

で，公共施設などの整備については各自治体の積

極的なバックアップをこうというものであった。

いまは退職した当時の市のある幹部の話によると

　「東急のマスクープランについては市は受身であ

り，部分的に注文はつけて乱全体としての方向

は受け入れてもかまわないという考え方で接し

た。また，総合企画，区画整理，教育委員会，清

掃，下水などとの合議にも付したが，ハンコだけ

で60近く捺された。しかし，注文はほとんど出て

こなかった」ということである。

＜東急では，38年10月鉄道建設の着工と同時に，

この計画を一般にＰＲするため，大井町線を田園

都市線，城西南新都市計画を多摩田園都市建設計

画という新名称に変更した。＞

東急は労働組合とも伊豆急建設の際に協定した休

戦協定をさらに２ヵ年延長し，”社運をかけた大

事業”として，新都市建設と鉄道建設の完遂に全

力をあげた。



２　　　　　関係省庁との接衝とグリーンベルト

の穴あけ

31年に制定された「首都圏整備法」の目的は，東

京とその周辺への人口の集中を抑制するとともに

首都圏の人口，産業の配置を計画的におこなうと

いうものであった。そのために，既成市街地＜東

京23区，武蔵野，三鷹市など＞の再開発ととも

に，その周辺にグリーンベルト＜近郊地帯＞を設

けて市街地の拡大を防ぎ，さらにその周辺に市街

地開発区域を設けて，ここに産業と人口を吸収す

ることにしていた。グリーンベルトは，都市の膨

張をこの地帯で防ぐため宅地開発を禁止しようと

するものであっだが，あいにく東急の新都市建設

区域は，ほとんどがこのグリーンベルトの申に含

まれることになった。

まだ，後述するように34年までに東急は約118万

坪の土地を先買いしたのであるが，この土地の中

には農地法により所有権の移転ができないでいる

ところもあった。農地から宅地へ転用する場合に

は詳細な土地利用計画を明示しなければならず，

まだそのころの農林省は強い規制力をもってい

た。これらの土地を開発するに当って，農地保護

の農林省と開発中心の建設省との間で意見が対立

し，農林省では土地改良法を推し建設省では土

地区画整理法によるべきであるという論議がくり

返された。

土地改良法はもともと農耕地を改良する趣旨のも

ので，この方法によると道路幅は狭く＜５ｍ以上

の道路はできない＞，農林行政の協力は得られる

が,住宅地造成には不利となる。もちろん東急は，

農地の造成ではなく，市街地とするために開発を

おこなうのが目的なので，農林省と下手に手をに

ぎることは都合が悪いと判断し建設省側に接近

し，土地区画整理法により都市計画法にもとずく

街づくりの方法を選んだ。

さらにグリーンベルトの壁をやぶるため東急は，

首都圏整備委員会に対して，①東京への人口集中

とスプロール化の情勢は避けがだい事実であるこ

と②交通体系が東京から放射状に伸びている首都

圏に，外国の考えをそのまま移入してその放射線

を断ち切るようなグリーンベルトの構想は現実的

でないこと③計画的に検討されだ都市開発事業

なら認可されるべきこと，などをくり返し主張し

た。かくして，難航すると思われていたいわゆる

グリーンベルトの穴あけは，例えば，横浜市の荏

田第一土地区画整理事業では，34年９月28日に首

都圏整備委員会事務局長から半井市長あてに「土

地区画整理組合の事業施行について回答」が出さ

れだ。それには「東京急行電鉄の新路線＜溝ノロ

～長津田＞が免許になっだ際には，駅を中心とし

て概ね１キロの範囲内に限り近郊地帯内の市街化

許容区域とする方針であり，土地区画整理もこの

区域内に限り施行を認めることとしだい」とあ

る。

一方，農林省案については無視するわけにもいか

ないので，地元の農民を説得し農業委員会の了

承をとりつけることに力を傾けた。その結果，同

年10月６日，神奈川県農業会議は「上地区画整理

組合設立の事業計画認可に関する意見」について

横浜市長に次のような回答をしている。すなわち

「横浜市港北区荏田第一土地区画整理組合の事業

については周辺農地への悪影響とくに潅排水路，

農道並に下流農地への汚水，土砂の流入等による

被害の防止等十分な考慮を払い施行するにおいて

は認可相当とみとめる。なお，これが認可に当っ

て今後左記事項の実現について努力されるよう強

く要望する。①都市計画未指定地域であるので，

都市計画関係官庁との意見調整を行い早急に用途

指定を行うこと。②首都圏整備法に基づく近郊地

帯内の市街地化許容区域は鉄軌道駅を中心とする

概ね１キロの区域を方針としているので，東急新
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路線の建設に当ってこの点を考慮すること。③土

地区画整理事業施行後における当該区域内の農地

については農地法の適用を受けるので，耕作放

棄，荒作り等の事態の生じないよう十分注意され

たい」というものであった。

また，住居地域の指定について横浜市建設局長は

35年８月24日，建設省計画局区画整理課長に「用

途地域の指定についてはできる限り早い機会に指

定するよう努力いたしたい。目下東急で計画中の

新路線が実現する場合には，用途地域の指定の有

無にかかわらず，現実的に鉄道沿線は急激に市街

化することが予想され，その無秩序な市街化を防

止するためにも，沿線全般にわたり用途地域の指

定をおこない，健全な市街地形成への積極的都市

計画を考慮せざるを得ないと考える」との回答を

送っている。この地域が住居地域に指定されたの

は36年３月であった。

このようにして関係省庁との接衝ならびにグリー

ンベルトの穴あけを完了した東急は，まず川崎市

野川で実際に区画整理を実施したモデル地区をつ

くって見せることになった。

3－－－地元の状況と用地買収

ところで東急が新都市建設計画を進めるには，ど

うしても土地の先買いをしておく必要があった。

東急側ではこの目標を200万坪とし，買収に着手

した。

買収目標を200万坪と決めたのは，この計画によ

り坪当り5,000円の利益を生むことができれば，

ゆうに100億円となり，この新都市の足である道

路，あるいは鉄道をその利益で建設することがで

きるという考えからであった。

そのとろの地元は，どんな状況であったろうか。

多摩西南地域は広大な多摩丘陵で，農耕地は他の

地域に比べて少く約40％であり，他の60%はいわ

ゆるたき木に使用するほか使いものにならない雑

木林であった。旧大山街道は，国道であるにもか

かわらず，道路の両側に草が茂り自動車の行き違

いもできないような砂利道で,1～２時間，道路

わきにすわっていても，車は数えるほどしか通ら

なかった。長津田の先には「夜間自動車強盗に注

意」という地元警察の立札が立っているような状

態であった。

この地域の大半は川崎市および横浜市港北区＜現

緑区＞に属しているが，まったく文化の恩恵から

忘れ去られた農村地帯で，農家の現金収入はほと

んどなく，米，麦，野菜を生産して生計をたてて

おり，集落も少なくて人口もわずか１万数千人に

すぎなかった。キジ，ウサギ，ムジナ，ヘビなど

の動物が多く，夕方になると薄気味が悪いほどで

あったといわれる。

東急が買収しようという溝の口，長津田，中山周

辺も，地元の不動産業者でさえ東急の開発構想を

信じることができず，投機の対象外に考えていた

ぐらいである。まして，現地の地主は，そのほと

んどが子供たちにも農業を継がせる考えでいたの

で，先祖伝来の土地を手離すことなど考えてもい

なかった。だから，はじめは東急の係員が説得に

まわっても，10軒に８軒は追い返される仕末で，

相手にされなかった。

地元住民の意識はこのようであったが，当時すで

に港北の農業は大きい変動の波に直面していた。

横浜港北新報社の「われらの港北－30年の歩み」

＜42年12月刊＞には「当時中山中学校で地域社会

実態調査の発表会があり，新治地区開発協議会の

岩間会長ば゛文化都市化が必要”といえば，後援

会長の石井会長は”いや田園都市化だ”と反論，

論戦をたたかわしたことがあるが，そのころの港

北農業が大きい分岐点に立だされ，決断を求めら

れていたことをリアルに物語っている」とある。
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また「港北の農業は一般的に零細農業であり，5

～6反というのが大勢で，典型的な近郊農の複雑

さと弱さをもっていた。したがって専業農家は兼

業農家にくらべてわずか60％を占めているに過ぎ

ず，経営の苦しさを如実に示していた。また，京

浜の市心は人口が刻々とふくれあがりつつあり，

そのはみ出しを近郊農村に求め，港北などの近郊

農村にベッドタウン化を強く迫った」と書かれて

いる。

このように経営難にあえぐ農家の頭上に，東急に

よってもちかけられだ”黄金の餌”が乱舞しはじ

めたのである。だから，当初はかたくなに心を閉

していた農民のあいだにも，じょじょにではある

が，農地を手放すより仕方がないといったムード

が台頭しはじめた。

当時の地価は山林で坪当り300～500円程度，畑

地が500～700円程度であり，現地の農民間で

の取引価格はその約1/3程度であった。買収した山

林は，代金の支払いと同時に所有権の移転ができ

たが，農地は農地法の制約により所有権の移転が

できないので，農耕停止を条件に契約し，権利保

全の仮登記をすることにより二重売買の防止を計

った。＜このようにして東急は，34年までに面積

約118万坪を投入資金７億1,500万円，坪当り約

610円で買収し,41年８月までに東京急行148万

５千坪，東急不動産で39万坪，五島育英会４万４

千坪，合計191万９千坪の土地を入手することが

できた，＞

４ －－－順調に進んだ野川と恩田第一

さて，東急がモデル地域として見せようという川

崎市野川地区の区画整理はどうであったか。

横浜市内の多摩田園都市がつくられようという地

域の住民は，上地の買収，まして区画整理などと

いう複雑な事業にはまったくなじみがなかったの

で，東急になにをされるのかわからないというば

く然としだ不安があっだ。東急がそこで何千とい

う関係地主を説得するためにも野川地区の事業

を成功させることが必要だっだ。まず東急は，で

きるだけたくさんの土地を買収することに努力し

この地区の80％を買い占めた。そのせいもあって

事業は順調に進み,33年，野川地区に約７万坪の

区画整理事業の申請をし，翌34年認可，早くも36

年には完成した。

この地域は，東横線と田園都市線の中間にあり，

交通が不便であっだので，完成後直ちにバスを運

行し，東光ストアの売店を開き，医療地区の指定

による医院開業の促進，集中方式のガス施設，電

話の引込み，街路灯設置などの先行投資をおこな

い，都市としての形態を整えだ。事業費の8,200

万円を東急が負担，その代り東急側は事業費に見

合う土地をもらった。住宅公団の団地づくりでは

減歩が35％前後とされているが，野川では東急所

有地が多かっだこともあって，やりやすかっだと

はいえ，減歩は37.6％とかなり高い。区画整理前

坪当り500円前後で取り引きされていだ土地は，

たちまち１万３千円でも希望者が殺到しだ。

区画整理による多大な利益と新しい町をまのあだ

り見ることにより，東急の目算通り，野川地区以

外の各地区でも，一部の住民のあいだに東急方式

の区画整理事業に素直に乗っかろうという気運も

でてきた。

そこで，横浜市内へ本格的に進出することにな

る。

横浜への最初の進出は恩田第一，荏田第一の区画

整理事業であるが，当時の東急のパンフレットは

恩田第一について次のように書いている。

　「36年４月１日横浜市長の認可を得て組合が設立

されたものである。将来の地区の土地利用はおよ

そ次表＜表１＞のようになり，約300戸の住宅が
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建築され，人口は1,200～1,500人に達する予定で

ある。なお，ひきつづいてこの地区の周囲に，恩

田第二地区＜施行区域約50万坪＞，恩田第三地区

＜同約20万坪＞，下谷本・西八朔第一地区＜同約

30万坪＞等の区画整理組合の設立準備が着々と進

められており，このブロック内で合計約200万坪の

区域に区画整理を施行する予定である。従って，

この恩田第一地区の街路計画，公園計画等は，す

べて全体の計画に基いて定められており，各地区

の区画整理事業の完成のあかつきには，この地区

一帯は系統的な街路網をそなえた整然とした住宅

地としてうまれかわることになる。

住宅問題であり，この解決の根本となるのは，ま

ず宅地を建設することである。従来これが適正を

欠いていたため，無秩序な宅地造成が各地におこ

なわれ，がけ崩れその他で人命事故が続出すると

いう危険な状態であったが，当地区が無秩序に膨

張していくのを防止し，道路や公園を整備して，

災害の防止，環境衛生，交通，美観等の上からも

健全な郊外住宅地として発展させるために，土地

区画整理事業というもっとも好ましい方法によっ

て町づくりを始められたことは，当地区の将来の

ために,誠に時宜を得たものと深く敬意を表する。

さらに当地区の周辺地区にも，陸続と土地区画整

理組合を設立する気運が起っていると聞き及んで

おるが，この意味では，当組合は，横浜市の周辺

開発の先駆となるべきものであり，その事業の成

果は注目に値する。本市としても，いろいろな面

で，できるだけの協力をいたしたいと考える」

いまでも，当時の組合役員は，市役所は非常に好

意的で，多くの便宜をはかってくれた，と話して

いる。

この地区は，事業費7,913万３千円，減歩率18.46

％,道路率18.17％,公園数３ヶ所を出して39年

３月30日に事業完了，組合を解散した。

５

この恩田第一地区は，ほとんどが山林であり，し

かも野川地区と同様に東急が80％近くを買収でき

たことや，地主のあいだでおさえの利く人が役員

を構成したことが東急にとって幸いした。美しい

一面の緑が無残に切り倒されてしまったという都

市づくりのもっとも重要な問題を別とすれば，作

業はここでもほぼ順調に進んだといえよう。

およそ区画整理の起工式によせられる祝辞は形式

的なものではあろうが，横浜市は次のような祝辞

をおくっている。

　｢当地区は，今日まで開発が遅れていたが，近時

東京急行大井町線の延長と２級国道東京・沼津線

の改修工事が具体化するに及び，急速に郊外住宅

地として発展するきざしをみせ，本市の都市計画

としてもこの地域を住居地域に指定するに至った

ものである。現在大都市のもっとも大きな悩みは
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難航した荏田第一

野川，恩田第一にくらべて，荏田第一は難航した。

一般的にいって区画整理事業に反対はつきものと

いえようが，ここでのトラブルは，東急方式によ

る区画整理事業の問題点を浮かびあがらせた。荏

田第一についての東急のパンフレットは，次のよ

うに書いている。「36年６月10日横浜市長の認可

を受けて設立され，恩田第一と同様に，新都市建

設計画の一環としておこなわれるものだが，この

地区のいちじるしい特色は，地区内に多数の既存

表１－恩田第一土地利用区分表



部落が含まれていることである。将来，各地区で

おこなわれる予定の区画整理事業は，多かれ少な

かれ既存部落をふくめなければならないので，こ

の地区の区画整理事業は，この点で今後の先例に

なる。この地区の土地利用区分は，およそ次のよ

引こなり＜表２＞，約350戸の住宅が建築され，

人口は1,400～1,700人に達する予定である。

表2－荏田第一土地利用区分表

　　　８　▽東急ら申請者,同意書に調印をとりはじめ，

　　　　　　11月ごろまでに大部分が調印。「その際,計

　　　　　　画図面だけみせたが，定款や事業計画はみ

　　　　　　せなかった」ということが後日問題となる

　　　９　▽反対者，市に陳情

　　11　▽施行区域公告

　34.　5　▽土地区画整理組合設立認可申請受理

　　　　　▼川崎市野川土地区画整理組合を市が認可

　　　７　▼首都圏整備委員会にグリーンベルトの”穴

　　　　　　あけ”について照会,　9月「駅を中心とす

　　　　　　る約1kmの範囲内を市街化許容区域とする

　　　　　　方針」につき回答をえる

　　　８　▽県農業委員会に事業認可についての意見を

　　　　　求め，10月「認可相当」の回答をえる

　　10　▽事業計画縦覧。地主105名中反対10名と記

　　　　　　載

　　11　▽反対25件の意見書提出〈その後13件取下げ〉

　　　　　▽反対71人陳情

　　　　　▽換地課長，荏田小で反対意見を聞く

35.　2　▽区画整理の講演会。換地課長「ぜひ事業を

　　　　　　進めたい」と説く

　　　　　▽東急側，反対者を個別説得。「説得は連日，

　　　　　長時間にわたり，精神的，肉体的にたえか

　　　　　ね，また農作業に差支え，やむなく承諾し

　　　　　たものもある」と後日，問題となる

　　10　▽事業促進の陳情18名

36.　2　▽県都計審，住居地区に指定

　　３　▽反対意見書不採択を市が決定

　　３　▽反対者18名から反対意見書不採択にかかる

　　　　　訴願提出＜知事あて＞

　　４　▽訴願に対し，市長から知事に弁明書提出

　　　　▼恩田第一土地区画整理組合を市が認可

　　　　▽建設大臣，事業計画を認可

　　６　▽組合設立を市が認可

　　７　▽第一回総会

　　　　▽反対者17名，組合設立に反対の訴願提出

　　　　　＜知事あて＞

　　　　▽訴願に対し，市長から知事に弁明書提出

　　９　▽知事，3月の訴願を却下

37　3　▼川崎市野川地区の区画整理完7

38　10　▼田園都市線起工式

39　3　▼恩田第一土地区画整理組合の事業完了，解

　　　　　散

41.　4　▼田園都市線開通

　　　　▼学校用地その他公共施設の問題の協議機関

　　　　　として市と東急の間で６人委員会発足

このパンフレットに記されているように，同地区

は，多数の部落と地権者がふくまれており，した

がって買収もはかばかしく進まなかった。当時の

東急側のある幹部は「他の地区の先例になるので

強引に押しきろうとしたが，区画整理が地元の勢

力争いともからんで，陰湿な関係にもつれこんで

しまった」と回想している。荏田第一地区の組合

設立までの経過を中心とした年表は＜表３＞のよ

うであるっ「強引に押しきろうとした」が，東急

の思惑通りには進まなかった。

28.　1　▼東急，開発構想を発表

29.　3　▼東急ターンパイク免許申請

　　　　▽地元に住宅地開発の申入れ。荏田地区５万

　　　　　坪譲渡交渉

31.　7　▼東急，マスタープラン発表。五島昇社長ら

　　　　　県，横浜，川崎両市を訪ね協力を要請

　　　　▽この年までに荏田地区土地買収の話がまと

　　　　　まり，坪当り480円で代金全額支払

32.　8　▽地主総会で区画整理事業の趣旨説明

33.　5　▽東急と市から区画整理の話。「はじめて聞

　　　　　く話」と受取る住民もあり，反対運動おこ

　　　　　る

34年10月25日から２週間，事業計画書の縦覧がお

こなわれたが，それまでの反対がこれを契機にい

ちだんと高まり，反対の論点もしぼられてきた。

東急を中心に申請者側は，33年春ごろから同意書
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に調印をとりはじめ，同年秋ごろまでに大部分の

同意をえているが，縦覧後反対者からだされた意

見書の概要はおよそ次のようである。

①同意書調印の時は図面だけを見せられ，定款や

事業計画は見せられなかった。

②調印の時の説明では，宅地の減歩はなく，また

未買収の農地は尊重する，という説明だったが，

それは縦覧の内容とは違い欺隔的である。未買収

地もふくめて区画整理されるという話は，まった

く初耳である。

③６万坪を勢力下におく東急が，1万坪の農地を

もつ農民を，区画整理法の条文通り2/3の多数決で

押しきるのは，同法の趣旨である民主的多数決と

はいえない。

④未買収の農地は区画整理で寸断，潰滅する。地

元は農業を目的としているが，東急は営利を目的

とする。営利のそばづえをくって減歩されるのは

困るし，いやである。

この意見書の事実についての真否は不明だが，市

の弁明の一部は，頭初に引用した。そうした立場

で，市の関係者は現地でも反対派の説得をした。

その後，賛成，反対者のあいだに数の出入りはあ

ったようだが,35年ごろの両者の割合は，市の資

料によれば＜表４＞のようである。

35年２月から申請人側は，反対者の個別説得をは

じめた。反対派にいわせると「説得は，連日，長

時間にわたったため，精神的,体力的にたえかね，

また農作業に差支えるものもあり，止むなく承諾

したものもあった」。

36年２月，反対者の協力を求める打合会が市役所｀

でおこなわれた。この席で，換地課長から「①反

対派の主張のように東急買収地だけの区画整理を

やり，他を除外することは都市計画上困難である

②本市としては，法律の規定により申請通り認可

しなければならない③本日は最後の機会として，

本件を促進する方向へ話を進めたい」とのあいさ

つをした。反対理由を個別に聞いたあと「東急と

いう営利資本の利益のためではなく，公共の利益

のためにおこなうものである。みなさんの意見は

事業計画にとりいれられる趣旨のものではないの

で，意見書を不採択として認可事務を進めていき

たい」と説明をし，今後の協力を要望した。

かくして36年６月，組合が設立された。もちろん

反対派からすぐに訴願がだされた。市は訴願に対

する弁明書の中で具体的な問題点をくわしく解明

しているが，基調として「この事業は営利事業で

はなく，公共施設を整備改善することによって，

住民の利便と公共の福祉の増進を達成しようとい

うもので，そのため地元権利者と東急が共同で組

合を設立したものである」との趣旨が三ヵ所にわ

たって強調され，この論旨で住民の反対訴願に対

抗している。

とにかく「調べれば調べるほど納得できないこと

が多い。組合申請までのやり方といい，事業計画

や事業費など，疑問だらけだ」との不満を反対派

のあいだに残しながら乱事業費１億9,807万６

千円，減歩率24.7％,道路率19.20％,公園４ヶ

所の区画整理事業を７ヵ年計画で終り，組合を解

散した。

＜恩田第一，江田第一以降，現在までに，東急が

施行し，完了した区画整理事業の概要は，表５に

示す通りである。＞

表4-荏田第一土地区画整理組合同意者調
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６ 東急方式の軸をなす一括代行方式

「営利ではなく，公共の福祉増進を達成するため

の事業」であるはずの，東急方式による区画整理

の内容をいま少しくわしくながめてみる必要があ

る。東急方式の中心をなしているのは，もちろん

一括代行方式といわれるものである。

一般の区画整理組合では，事業費の融資を受け，

事業完成後，保留地を公入札により売却して借入

金を決済するのが普通であるが，多摩田園都市で

は，事業着工に先だち保留地を東急が譲り受ける

約束をおこない，事業費全額を東急が負担して工

事の設計及び管理，組合の運営事務など一切を一

括して代行する方法をとった。いわば区画整理の

請負業である。この一括代行方式は，全国指定都

市の局長会議でも間題になり，「民間資本を導入

すれば，必ず利潤の原理と採算性がはたらくであ

ろうが，現行の法律体系のもとでは，東急側の事

業に対する費用のかけ方を確かめる術がない」と

いう理由で”やむをえない”との判断を下したと

いわれる。市では「スプロールよりは，代行方式

でも区画整理の方がよい。認可申請がなされたと

き，設計協議と事前審査でチェックするはかな

い」と考えられたようだ。

表５一東急による田園都市線沿線組合施行区画整理事業
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東急によるこの方式のメリットは①工事になれて

いる②先行投資ができる⑧各組合の計画は多摩田

園都市のマスクープランに有機的に組みこまれて

いる，などの点と見られていたが，「用地取得原

価十工事費十諸経費十α」の”十α”分に対する

試算をどう見積ったらよいものか。当時の全国住

宅地の価格は34～37年までの３年間で，平均2.1

倍の急上昇，とくに６大都市では2.9倍である

＜日本不動産研究所調べ＞。このような状況のな

かで保留地を譲り受けることは，たとえ先行投資

をしたといっても，地主のあいだに東急に対して

　「もうけすぎているのではないか」という不信感

をいだかせることになった。恩田第一土地区画整

理組合の資金計画でけ，保留地処分金は５千600

万円，坪単価５千円で計上されており，契約から

売却までのあいたの地価の上昇を見こまずに処分

されていることが，保留地処分調書＜表６＞の内

訳で理解できる。

一括代行方式の場合この利潤は「公共の福祉増進

を達成するため」という問題とどのように関連し

あっているのだろうか。一般的にいって，「たと

え代行方式でも，スプロールより区画整理の方が
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ましだ」とはよくいわれる意見である。それはそ

うだとしても，それとこれとは別に考えるべき問

題であろう。この事業費の問題は，当時，市職員

の中にも重視した人はあった。

市の関係者は「強引に押し切ろうとした」東急の

進め方に幾多のチェックをしたが，とにかく組合

の設立は認可されることになった。

一未完-

＜この小論は企画調整室調整課長入江昭明，同室

都市科学研究室松本得三，岡村駿の三人が共同討

議し，松本と岡村が取材したものをまとめたもの

である。取材に協力していただいた方々に感謝す

るとともに，文責はすべて筆者にあることをおこ

とわりします。＞

表６－保留地処分調書

　　　　　　　保留地調書

　　　　　　　　　　恩田第一土地区画整理組合

１　保留地面積　　　　　　　11,200坪

２　保留地処分金額　　　56,000,000円

内訳
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